
- 1 -

工場立地動向調査（平成１２年上期）の要旨

平 成 1 ２ 年 ９ 月 ２ ８ 日
通商産業省環境立地局
立 地 政 策 課

１．全国の工場立地の概況

(1) 平成１２年上期（１月～６月）の工場立地件数は４７１件で、前期比３．７％の減

となり、半期別の集計が行われた昭和５５年以降、最低の立地件数を引き続き更新す

る結果となった。面積ベースでは、一般機械で６０ｈａを越える大型立地などがあっ

たため、６４１ｈａと前期比で３．４％の増となった。（図－１）

一部の業種では企業の設備投資を回復させる動きが見られるものの、このことが工

場用地取得に反映されず、工場立地件数の減少傾向が続いている。

(2) 工場の新設のうち、新規の立地件数は２５１件、移転による立地件数は２２０件で、

新規の割合は５３．３％となった。（図－２）

(3) 県外企業の立地件数は１４３件であり、全立地件数に占める割合は３０．４％で、

県外企業による立地は引き続き低迷している。（図－３）

(4) 企業規模別の立地件数では、工場立地件数の主力を占める資本金１千万円～５千万

円未満の企業は、平成１１年上期まで続いた大幅な減少が下げ止まりの傾向を見せて

いる。（図－４）

(5) 工場敷地を借地して立地した工場の件数は７３件で、前期比で２４．７％減となっ

た。また、全立地件数に対する借地型立地の割合は１５．５％で、大きく減少した。

（図－５）

２．地域別立地状況

(1) 地域別立地状況は、北東北、関東内陸、関東臨海、近畿内陸、山陰、北九州の６地

域で増加、東海は増減なし。北海道、南東北、北陸、近畿臨海、山陽、四国、南九州

の７地域では減少した。

このうち、北陸、山陽、四国、南九州の４地域は、半期別の集計が行われた昭和５

５年以降で、最低の立地件数となった。（図－６）

(2) 都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は１１８件で、前期と同

じであったが、全立地件数に占める都市圏の割合は２５．１％で、前期に比べ１ポイ

ント上昇した。（図－７）

３．業種別立地状況

(1) 立地件数が多かった業種は、食料品８５件、電気機械５６件、金属製品４５件、プ

ラスチック製品４４件、一般機械 ４３件で、業種別に立地件数の増減をみると、 全

２６業種中、前期に比べ増加したのがプラスチック製品、鉄鋼業など１０業種、減少

したのが木材・木製品、窯業・土石など１４業種で、立地件数が減少した業種が過半

数を占めた。（図－８）

(2) ４型業種分類では、地方資源型が大幅減となったが、雑貨型、基礎素材型、加工組

立型で増加した。

４．立地地域選定理由
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(1) 立地地域の主な選定理由の中で「最も重要な理由」としては、「用地面積の確保が

容易」が全回答件数に対する割合が１８．８％と第一位であったほか、「市場への近

接性」、「関連企業への近接性」がこれに続き、大きな変動は見られなかった。

(2) 対前期比では、「本社への近接性」、「市場への近接性」、「労働力の確保」及び

「経営者の個人的つながり」のウェイトが上昇している。（図－１３）

５．研究所及び外資系企業の立地状況

(1) 独立した研究所の立地件数は１０件で、前期より２件増であった。（図－１４）

(2) 研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１１２件で、前期より１２件増で

あり、今期立地した工場全体に占める割合は２３．８％であった。（図－１５）

(3) 外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は６件で、前期より２件減であっ

た。（図－１６）

業種別では、化学工業が２件、窯業・土石、非鉄金属、一般機械及び電気機械が各

１件であった。

（工場立地動向調査の対象等について）

(1) 工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されています。

(2) 調査対象は、全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、

熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）され

た １，０００㎡以上の用地（埋立予定地を含む）です。

(3) なお、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４

業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地についても併せて調査しています。

(問い合わせ先) 環境立地局 立地政策課
寺田、志賀

TEL.３５０１－１５１１(内線３０３１)
FAX.３５０１－１８０６(直通)
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図－１ 全国の工場立地の推移

図－２ 工場立地件数の推移（新規・移転の別）

(注) 平成４～１１年までの立地件数は、各年のトータルである。

図－３ 県外企業立地件数と県外企業立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

(注) 平成元～平成１１年までの立地件数は、各年のトータルである。
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図－４ 工場立地件数の推移（企業規模別）

(注) 平成４～８年までは、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したものである。

図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

(注) 平成４～８年までの立地件数は、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したも

のである。
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図－６ 地域別工場立地件数の推移

各地域に含まれる都道府県

北 海 道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北 東 北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南 東 北 宮城、山形、福島、新潟 山 陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山 陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四 国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北 九 州 福岡、佐賀、長崎、大分

北 陸 富山、石川、福井 南 九 州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
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図－７ 都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移

図－８ 主な業種の工場立地件数の動向



- 7 -

図－９ 工場立地件数の推移（４型業種分類別）

（注）４型業種分類の内訳

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、
窯業・土石製品

雑 貨 型：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業
基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属
加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器

図－１０ 立地地域選定理由の比率

◎ … 最も重要な理由 ○ … 重要な理由
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図－１１ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）

図－１２ 研究所立地件数の推移

図－１３ 外資系企業の工場立地件数の推移



平成１２年上期（１～６月）における

工場立地動向について（速報）

平成１２年９月２８日

通商産業省環境立地局



目 次

１．はじめに………………………………………………………………………………… １

２．全国の工場立地の概況………………………………………………………………… ２

３．地域別立地状況………………………………………………………………………… ６

４．業種別立地状況………………………………………………………………………… ９

５．立地地域選定理由………………………………………………………………………１３

６．研究所及び外資系企業の立地状況……………………………………………………１５

（別冊） 付表



- 1 -

１．はじめに

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は

全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、熱供給業のための工

場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地

（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究

機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査し

ている。今回は平成１２年上期（１～６月）の結果をとりまとめた。

なお、本文中平成１０年までの立地件数、立地面積の数値は確報値であるが、平成１１

年以降は速報値を用いている。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した

値と合計が異なる場合がある。
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２．全国の工場立地の概況

――― 本年上期の工場立地件数は、４７１件。前期比で３．７％の減で、半期別の

集計が行われた昭和５５年以降、最低の立地件数を引き続き更新中。面積ベースでは、

一般機械で６０ｈａを越える大型立地（ 本社工場移転 ）などがあったため、６４１

ｈａと前期比で３．４％の増になっており、１件当たりの面積も１．４ｈａと増加し

た。新規型立地の割合は５３％と過半数を堅持。企業規模別にみると、件数ベースで

工場立地の主力となる資本金１千万円～５千万円未満の企業が、大幅減から横這いに

移行。借地工場の割合は、対前期比２４．７％の大幅減となった ―――

(1) 平成１２年上期（１月～６月）の工場立地件数は４７１件で、前期（平成１１年下

期、４８９件）比１８件（３．７％）減、前年同期（平成１１年上期、４８５件）比

１４件（２．９％）減であった。（図－１）

一部の業種では企業の設備投資を回復させる動きが見られるものの、このことが工

場用地取得に反映されず、工場立地件数の減少傾向が続いている。

直前１２ヶ月（１１年７月 ～ １２年６月）の立地件数（ １２ヶ月移動和）でも

９６０件で、前年同期 （１０年７月 ～ １１年６月 、１，０４６件）比８６件

（８．２％）減となった。

(2) 平成１１年上期の立地面積は６４１ｈａで、前期比１３６ｈａ（２６．９％）増、

前年同期比２１ｈａ（３．４％）増となった。（図－１）

これは、群馬県で一般機械の６０ｈａを越える大型立地（本社工場移転）があった

などによるものである。

(3) 工場立地１件当たりの立地面積は１．３６ｈａで、平成１１年下期の１．０３ｈａ

に対して増加となった。
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図－１ 全国の工場立地の推移

(4) 工場の新設（増設を除く）の内、移転の立地件数は２２０件で、前期比２１件

（１０．６％）増 、移転でない（以下、「新規」という。）立地件数は２５１件で、

前期比３９件（１３．４％）減なり、新規の割合は５３．３％と引き続き新規が移転

を上回った。（図－２）

図－２ 工場立地件数の推移（新規・移転の別）

(注) 平成４～１１年までの立地件数は、各年のトータルである。

(5) 工業団地内への立地件数は２１１件、他方、工業団地外への立地は２６０件であり、

全立地件数に占める工業団地内への立地の割合は４４．８％と増加した。

(6) 本社が工場立地した都道府県以外にある企業（以下、「県外企業」という。）の立

地件数は１４３件であり、全立地件数に占める割合は３０．４％で県外企業による立

地は引き続き低迷している。（図－３）
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図－３ 県外企業立地件数と県外企業立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

(注) 平成元～平成１１年までの立地件数は、各年のトータルである。

(7) 企業規模別の立地件数では、資本金１千万円未満及び５千万円以上の企業について

は、平成５年以降、大きな動きは見られないが、工場立地件数の主力を占める資本金

１千万円～５千万円未満の企業は、平成１１年上期まで続いた大幅な減少が下げ止ま

りの傾向を見せている。（図－４）

図－４ 工場立地件数の推移（企業規模別）

(注) 平成４～８年までは、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したものである。

(8) 工場敷地を借地して立地した工場の件数は７３件で、前期（９７件）比で２４．７

％減と、全立地件数の減少を上回るの大幅減となった。またこれに伴い、全立地件数

に対する借地型立地の割合は１５．５％で、大きく減少した。（図－５）
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図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

(注) 平成４～８年までの立地件数は、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したも

のである。

(9) 工場立地に際し海外立地の検討を行った企業は、回答のあった全企業（３２２企

業）中１５企業（４．７％）であった。

この中で検討した地域は、中国６件、東南アジア６件、韓国・香港・台湾が３件で

あり、日本近隣の諸国が検討の対象とされていた。
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３．地域別立地状況

――― 立地件数は、北東北、関東内陸、関東臨海、近畿内陸、山陰、北九州の６地域

が増加し、残り８地域のうち、北陸、山陽、四国、南九州の４地域は昭和５５年以降、

過去最低を記録。都道府県別では２１府県で増加、２４都道府県で減少した。―――

(1) 地域別立地状況は、前期より立地件数が増加したのが、北東北（今期２３件、前期

比４件増）、関東内陸（同７３件、８件増）、関東臨海（同３０件、同１件増）、近

畿内陸（同２１件、同２件増）、山陰（同６件、２件増）、北九州（同４４件、６件

増）の６地域で、東海（同６１件）は増減なし。他の７地域の、北海道（同３０件、

３件減）、南東北（同８４件、１０件減）、北陸（同２７件、３件減）、近畿臨海

（同２７件、１件減）、山陽（同１６件、１２件減）、四国（同１３件、３減）、南

九州（同１６件、９件減）は全て減少した。

このうち、北陸（これまでの最低件数は、平成１０年上期等３０件）、山陽（同

平成１１年上期 ２５件）、四国（同 平成１０年下期１５件）、南九州（同 平成１１

年下期２５件）の４地域は、半期別の集計が行われた昭和５５年以降では、最低の立

地件数となった。（図－６）

(2) 都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は１１８件で、前期と同

じであったが、全立地件数に占める都市圏の割合は２５．１％で、前期に比べ１ポイ

ント上昇した。（図－７）

一方、地方圏の立地件数は３５３件で、前期比１８件（４．９％）減であった。

(3) 都道府県別で立地件数が多かったのは、北海道（３０件）、静岡県（２９件）、宮

城県（２８件）、福岡県（２７件）、新潟県（２６件）、茨城県（２１件）、群馬県

（２０件）の順で、立地件数が２５件以上は、５道県（前期は４道県）であった。

(4) 立地件数の増減をみると、前期に比べ増加したのが２１府県（前期１９道府県）、

減少したのが２４都道府県（同２１都県）、増減なしが２県（同７府県）であった。
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図－６ 地域別工場立地件数の推移

各地域に含まれる都道府県

北 海 道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北 東 北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南 東 北 宮城、山形、福島、新潟 山 陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山 陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四 国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北 九 州 福岡、佐賀、長崎、大分

北 陸 富山、石川、福井 南 九 州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
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図－７ 都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移

(5) 当該立地が移転か、新規の別でみると、新規が多かった都道府県は、北海道（２４

件）、新潟県（２２件）、福岡県（２１件）、茨城県（１３件）の順であった。

また、移転が多かった都道府県は、宮城県（２８件）、静岡県（１８件）、山形県

及び福島県（各１４件）の順であった。
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４．業種別立地状況

――― 業種別工場立地件数は、プラスチック製品（前期比１２件増）、鉄鋼業（同

６件増）など１０業種で増。他方、木材・木製品（ 同１３件減）、窯業・土石（ 同

１１件減）など、残り１６業種の内１４業種で減少した。４型業種分類別では、地方

資源型業種が大幅減（同３７件減）となったが、他の３業種は増加した。―――

(1) 立地件数が多かった業種は、食料品８５件（前期８５件）、電気機械５６件（同

５１件）、金属製品４５件（同３９件）、プラスチック製品４４件（同３２件）、一

般機械４３件（同４２件）で、この上位５業種で全立地件数（４７１件）の５８．０

％（同５０．９％）を占めた。（図－８）

(2) １件当たりの立地面積が大きかった業種は、群馬県で大型立地のあった一般機械

（ ３．４０ｈａ／件 ）に続き、化学工業（ １．９７ｈａ／件 ）、輸送用機械

（１．８８ｈａ／件）の順であった。

(3) 業種別に立地件数の増減をみると、全２６業種中、前期に比べ増加したのが１０業

種（前期１３業種）、減少したのが１４業種（同９業種）、増減なしが２業種（同４

業種）であり、立地件数が減少した業種が過半数を占めた。

図－８ 主な業種の工場立地件数の動向
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(4) 県外立地の多かった業種は、プラスチック製品（２４件、全県外企業に占める割合

１６．８％）、食料品（１８件、同１２．６％）、化学工業（１６件、同１１．２

％）、電気機械（１５件、同１０．５％）、金属製品（１１件、同７．７％）の順で

あった。

(5) 立地件数の多い４業種について立地先地域の分布状況をみると、食料品は、地域別

では東海（１９件）、南東北（１５件）、北海道及び関東内陸（各９件）の順になっ

ており、都道府県別では静岡県（１２件）、北海道及び宮城県（各９件）、福岡県

（５件）、茨城県、新潟県及び兵庫県（各４件）の順に多くなっている。（図－９）

電気機械は、地域別では南東北（１１件）、関東内陸（９件）、関東臨海及び東海

（各６件）の順になっており、都道府県別では山梨県（４件）、宮城県、山形県及び

新潟県（各３件）の順に多くなっている。（図－９，１０）

金属製品は、地域別では関東内陸（８件）、南東北（７件）、北東北、近畿臨海及

び北九州（各４件）の順に多く、都道府県別では秋田県（４件）、北海道、群馬県、

新潟県、愛知県及び福岡県（３件）の順に多くなっている。（図－９，１０）

プラスチック製品は、地域別では南東北及び関東内陸（各１０件）、東海（６件）

の順に多く、また都道府県別では静岡県（５件）、宮城県及び茨城県（各４件）、新

潟県（３件）の順に多くなっている。（図－９，１０）

図－９ 立地件数の多い業種の１４地域別分布状況
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図－１０ 立地件数の多い業種の都道府県別分布状況
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(6) ４型業種分類(注)別に立地件数をみると、地方資源型は、食料品だけが前期と同じ

であった以外、木材・木製品（前期比１３件減）、窯業・土石（同１１件減）、飲料

・たばこ・飼料（同７件減）など、５業種で減少したため、前期（１９１件）比３７

件（１９．４％）減の１５４件で、半期別の集計が行われた昭和５５年以降では平成

１１年上期（１５３件）に次ぐ２番目に低い件数であった。（図－１１）

雑貨型は、出版・印刷、ゴム製品（同 各４件減）、家具（同３件減）などが減少し

たものの、プラスチック製品（同１２件増）、衣服（同４件増）の２業種が増加した

ため、前期（８７件）比３件（３．４％）増の９０件であった。

基礎素材型は、引き続き立地件数のレベルは低いが、鉄鋼（ 同６件増 ）、化学

（同４件増）、石油・石炭（同３件増）が増加したため、前期（４１件）比１２件

（２９．３％）増の５３件であった。

加工組立型は、精密機械（同２件減 ）だけが減少したものの、金属製品（ 同６件

増 ）、電気機械（ 同５件増 ）などが増加したため、前期（１６１件 ）比１１件

（６．８％）増の１７２件であった。

この結果、 製造業全体の立地件数に占める ４型業種の割合は、 加工組立型が

３６．５％、地方資源型が３２．７％、雑貨型が１９．１％、基礎素材型が１１．３

％、となった。

図－１１ 工場立地件数の推移（４型業種分類別）

（注）４型業種分類の内訳

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、

窯業・土石製品

雑 貨 型：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業

基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器
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５．立地地域選定理由

――― 立地地域選定理由の動向をみると、「用地面積の確保が容易」が 引き続き

第１位を占めているものの、「本社への近接性」及び「市場への近接性」が増加して

いる。―――

(1) 立地地域の主な選定理由の中で「最も重要な理由」としてとりあげられる、第１位

は立地件数が減少する環境下においても引き続き「用地面積の確保が容易（６７

件）」で、全回答件数に対する割合が１８．８％となった。第２位は「市場への近接

性（５８件）」で１６．３％、第３位は「関連企業への近接性（４２件）」で１１．

８％、第４位は「本社への近接性（４２件）」で１１．５％、第５位は「地価（３３

件）」で９．３％となった。（図－１２）

図－１２ 立地地域選定理由の比率

◎ … 最も重要な理由 ○ … 重要な理由

(2) 対前期比で見ると、「本社への近接性」、「市場への近接性」、「労働力の確保」

及び「経営者の個人的つながり」のウェイトが上昇しているが、すう勢的には「用地

面積の確保が容易」、「市場への近接性」及び「関連企業への近接性」が引き続き上

位を占めて、大きな変動は見られない。（図－１３）
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図－１３ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）

(3) 県内企業と県外企業とに分けて「最も重要な理由」の比率を見ると、県内企業では、

「用地面積の確保が容易」（１９．４％）、「本社への近接性」（１５．８％）、

「市場への近接性」（１１．７％）の順となっている。

他方、県外企業では「市場への近接性」（２６．６％）、「関連企業との近接性」

（１９．３％）、「用地面積の確保が容易」（１７．４％）の順となっている。

県内企業と県外企業では、立地に対する考え方の差がうかがえる。

(4) 業種別に最も重要な理由の比率を見ると、地方資源型と基礎素材型は「市場への近

接性」がそれぞれ１７．４％、２５．７％で最も多く、雑貨型と加工組立型は「用地

面積の確保が容易」が２９．７％、１８．５％で最も多い。
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６．研究所及び外資系企業の立地状況

(1) 研究所の立地状況

――― 独立した研究所の立地件数は前期に比べて２件増。研究開発機能の付設を予

定している工場の割合は２３．８％（前期２０．４％）で増加。―――

独立した研究所の立地件数は１０件で、前期（８件）より２件増であった。

（図－１４）

図－１４ 研究所立地件数の推移

県別では、大分県が２件、福島県、神奈川県、山梨県、三重県、滋賀県、兵庫県、

奈良県及び広島県が各１件であった。

研究分野別では、工学研究所が９件、理学研究所が１件であった。

研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１１２件で、前期（１００件）よ

り１２件（１２．０％）増であり、今期立地した工場全体に占める割合は２３．８％

であった。（図－１５）

研究開発機能別（複数回答）では、開発研究が最も多く９１件（前期８１件）で立

地工場に占める割合は１９．３％（ 同１６．６％）、次いで応用研究の３４件（ 同

３０件）で７．２％（同６．１％）、基礎研究の２３件（同２０件）で４．９％（同

４．１％）となった。
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図－１５ 研究開発機能の付設を予定している工場の割合の推移

研究開発機能の付設率が高かった地域は、関東臨海（４０．０％、立地件数３０件

中１２件）、四国（３８．５％、同１３件中５件）、北陸（３３．３％、同２７件中

９件）、東海（２７．９％、同６１件中１７件）、南東北（２５．０％、同８４件中

２１件）、関東内陸（２４．７％、７３件中１８件）であった。

都道府県別では、宮城県（９件）、福岡県（８件）、山形県、群馬県、神奈川県及

び愛知県（各６件）の順に多くなっている。

基礎研究：特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため、若しくは現

象や観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実践的研究。

応用研究：基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確

かめる研究及び既に実用化されている方法に関して、新たな応用方法を探索する研究。

開発研究：基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置、製

品、システム、工程等の導入、又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究。
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(2) 外資系企業の立地状況

――― 外資系企業の立地件数は６件で、引き続き低い水準。米国が２件、ドイツ、

英国、スロバキア共和国及び台湾が各１件。―――

外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は６件で、前期（８件）より２件

減であった。（図－１６）

図－１６ 外資系企業の工場立地件数の推移

地域別では、南東北が２件で、北海道、関東内陸、東海及び北陸が各１件であった。

業種別では、化学工業が２件、窯業・土石、非鉄金属、一般機械及び電気機械が各

１件であった。

国（国地域）別では、米国が２件、ドイツ、英国、スロバキア共和国及び台湾が各

１件であった。


